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款 02 01 目

大
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細

【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 11号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 06 企画費 所属 0101010800-0000 まちづくり企画課

事業

0316 SDGs推進事業 (簡略番号：042769) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 51 243 294 294

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 51 51 16 公有財産購入費

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 51 243 294

　民への普及啓発、関係機関との連携などの総合的な取組を実施するものである。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　国際社会共通の目標であるＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の更なる推進を図るため、住 02 給料 17 備品購入費

　持続可能なまちづくりを推進するため、「東郷池の豊かな恵みをつなぐ湯梨浜Well-being 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】 04 共済費 19 扶助費

　いて官と民で構成するプロジェクトチームを作り、官民一体となった取組を展開する。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　タウンプロジェクト(仮称)」を立ち上げ、地域学習、健幸づくり、DXなど7つの分野にお 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　プロジェクトチーム会議出席者への委員報酬を計上する。 09 交際費 24 積立金
　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金

11 役務費 26 公課費
　報酬　51千円（7つのプロジェクト・1プロジェクトにつき3名・会議1回分を計上） 10 需用費 25 寄附金

13 使用料及び賃借料 予備費
２．根拠法令 12 委託料 27 繰出金

15 原材料費 合　計 51 51
４．基本計画との関連

３．用地の状況 14 工事請負費

　
　

　第４次総合計画（全般）　　　　第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略（全般） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　ＳＤＧｓ　全目標（１～１７）

　【本年度の計画】
　①SDGsまちづくり授業　　②ライトダウンキャンペーン

５．本年度の計画効果

　【事業の効果】
　官民協働による持続可能なまちづくりを推進する。

補助金等の名称

　③SDGsセミナー　　　　　④わたしのSDgs行動宣言
　⑤東郷池の豊かな恵みをつなぐ湯梨浜Well-beingタウンプロジェクト

02款 01項 06目 031600000事業 SDGs推進事業

６．財源の説明 補助基本額 補助率 補助金額
　一般財源：51千円　

実施
計画

実施計画
計 上 額
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

補助金等の名称

02款 01項 09目 022600000事業 令和6年能登半島地震支援事業

補助基本額 補助率 補助金額

実施
計画

実施計画
計 上 額

財源 科目コード 科目名称 今回補正額

13 使用料及び賃借料 予備費
14 工事請負費
15 原材料費 合　計 972 972

10 需用費 25 寄附金
11 役務費 26 公課費
12 委託料 27 繰出金

07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

08 旅費 423 423 23 投資及び出資金
09 交際費 24 積立金

　【一般財源】972千円

節 補正要求 補正査定 節 補正要求
01 報酬 16 公有財産購入費
02 給料 17 備品購入費

２．根拠法令
　災害対策基本法第29条
　地方自治法第252条の17

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】安全で住みやすいまちづくり（災害に強いまちづくりの推進）
　SDGｓ　目標11「住み続けられるまちづくりを」

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　石川県志賀町への職員派遣。
　支援物資の仕分け作業、避難所運営、り災証明発行等の一般作業、保健師による支援のた
　め県の出陣に同行して職員を派遣する。

６．財源の説明

　職員派遣に係る時間外勤務手当、旅費日当。

03 職員手当等 549 549 18 負担金､補助及び交付金

04 共済費 19 扶助費
05 災害補償費 20 貸付金
06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 972 972

１．事業の概要と必要性
　【事業の概要】
　令和6年1月1日に発生した能登半島地震の被災地支援のため町職員を派遣するもの。
　【補正の必要性】
　支援物資の仕分け作業、避難所の運営、り災証明の発行、保健師の巡回業務などの
　派遣要請が想定されるため。
　【補正の内容】

補正査定

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

事業

0226 令和6年能登半島地震支援事業 (簡略番号：045231) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 972 972 972

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 11号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 09 防災諸費 所属 0101010100-0000 総務課
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

　【一般財源】147千円
実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 10目 012300000事業 情報化推進臨時経費

　る。
　【事業の効果】
　電子自治体の計画的推進 補助金等の名称

補助基本額 補助率 補助金額
６．財源の説明

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　インターネットを活用した公共施設予約システムとLINE公式アカウントによる情報発信シ
　ステムの構築などを進めるとともに、デジタル専門外部人材も含めた推進体制の構築を図

４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり(効率的な行政運営の推進)
　【ＳＤＧｓ】目標９「産業と技術革新の基盤をつくろう」

　策定） 15 原材料費 合　計 147 147

３．用地の状況 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

２．根拠法令 13 使用料及び賃借料 予備費
　自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画（令和2年12月25日総務省 14 工事請負費

　役務費　手数料30,000円×1か月＝30,000円 11 役務費 30 30 26 公課費
12 委託料 117 117 27 繰出金

　【補正の内容】 09 交際費 24 積立金
　委託料　業務費50,000円×1か月＝50,000円　来庁旅費（1回）66,154円　計116,154円 10 需用費 25 寄附金

　昨年12月に設置したDX推進本部に情報化推進に関する助言、指導を行うCIO補佐官を任命 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　し、電子自治体の計画的推進を図る。 08 旅費 23 投資及び出資金

　るための業務委託料等を補正計上する。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　自治体ＤＸ推進アドバイザーについて、業務委託している外部有識者を町DX推進本部の情 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　報統括責任者補佐官（ＣＩＯ補佐官）に任命することとし、契約期間を年度末まで延長す 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　デジタル社会の構築に向けてデジタル活用を推進する具体事業を実施する。 02 給料 17 備品購入費

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 147 7,852 7,999

事業期間 令 6. 1.26～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債

事業

0123 情報化推進臨時経費 (簡略番号：032165) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 147 12,004 12,151 1,130 11,022

財
源
内
訳

国庫支出金 4,152 4,152
県支出金

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 11号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 10 情報化推進費 所属 0101010900-0000 デジタル・みらい戦略課
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

実施
計画

実施計画
計 上 額

02款 01項 11目 022100000事業 ゆりはまネット臨時経費

　【一般財源】　3,630千円

補助金等の名称
補助基本額 補助率 補助金額

　【事業の効果】
　町内の超高速光ケーブル網による安定したサービス提供を行う。

６．財源の説明

５．本年度の計画効果
　【本年度の計画】
　ゆりはまネットの通信機器類の更新を計画的に進める。ゆりはまネットの１ギガコース加
　入者には新規格の告知機を優先配布する。

15 原材料費 合　計 3,630 3,630
４．基本計画との関連
　【第4次総合計画】未来を創造する先駆的なまちづくり（情報通信環境の整備） 財源 科目コード 科目名称 今回補正額

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 14 工事請負費

２．根拠法令 11 役務費 26 公課費
　湯梨浜町光ファイバーネットワーク施設の設置及び管理に関する条例 12 委託料 27 繰出金

　音声告知機購入費　100台×33,000円/台×1.1＝3,630,000円 09 交際費 24 積立金
10 需用費 25 寄附金

　情報社会において安定したデジタル環境を提供するため必要である。 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】 08 旅費 23 投資及び出資金

　響により不足が見込まれるため、追加購入するための備品購入費を補正計上する。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　る業務を進めているが、本町の光ケーブル網を利用してサービスを提供しているゆりはま 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　ネット（TCC事業）加入者用の新規格告知機について、他社サービスが3月末で終了する影 04 共済費 19 扶助費

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 16 公有財産購入費
　昨年度より計画的に各家庭に設置している音声告知機を新規格品（１ギガ対応）に交換す 02 給料 17 備品購入費 3,630 3,630

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他 3,979 3,979
補助単独区分 目的区分 総－総－その他 一般財源 3,630 56,111 59,741

事業期間 令 6. 1.26～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 臨時 地方債 4,400 4,400

事業

0221 ゆりはまネット臨時経費 (簡略番号：001999) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 3,630 64,490 68,120 14,042 54,079

財
源
内
訳

国庫支出金
県支出金

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 11号補正 （単位：千円）

総務費 項 総務管理費 11 ＣＡＴＶ費 所属 0101010900-0000 デジタル・みらい戦略課
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 11号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 05 障がい者福祉費 所属 0101014100-0000 総合福祉課

事業

0031 成年後見制度利用援助事業 (簡略番号：005534) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 455 942 1,397 687 711

財
源
内
訳

国庫支出金 227 470 697
県支出金 113 235 348

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【補正の概要】　障がい者の成年後見制度利用に必要な費用を負担することが困難である 01 報酬 16 公有財産購入費

補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 115 237 352

　　要な経費を助成するものであるが、当初より申請増が見込まれるため増額補正する。 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　者及び申立人が不在で制度の利用が困難である者にし、申立費用及び後見人報酬等の必 02 給料 17 備品購入費

　　おいて当初より利用者が多く見込まれるため増額補正が必要。 05 災害補償費 20 貸付金
　【補正の必要性】　障がい者の成年後見制度利用申請および成年後見人報償費等の助成に 04 共済費 19 扶助費

07 報償費 455 455 22 償還金､利子及び割引料

　【補正の内容】報償費　455千円 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　湯梨浜町成年後見制度利用支援事業実施要綱 09 交際費 24 積立金
２．根拠法令 08 旅費 23 投資及び出資金

11 役務費 26 公課費
　地域生活支援事業実施要綱（国・県・町） 10 需用費 25 寄附金

13 使用料及び賃借料 予備費
３．用地の状況 12 委託料 27 繰出金

　【第４次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり 15 原材料費 合　計 455 455
　【湯梨浜町地域福祉推進計画(成年後見制度利用促進基本計画)】

４．基本計画との関連 14 工事請負費

５．本年度の計画効果 都道府県支出金 15020203208 地域生活支援事業補助金 113
　【補正内容】事業費　455千円

　　ＳＤＧs　目標３「すべての人に健康と福祉を」 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
国庫支出金 14020201001 地域生活支援事業補助金 227

　【補正の効果】
　　成年後見人制度の利用が有効と認められる知的・精神障がい者に対し、成年後見人制度

　　判断能力が不十分な障がい者等に対し、必要に応じて費用の負担や後見人報酬の助成を
　行う。また、申立人不在の場合には町長申立てを実施する。

　【令和5年度評価】
　　１２月末時点で３件666,000円の後見人報酬に対し助成済、町長申立審判請求について
　２件実施済など、成年後見制度利用に資することができている。 補助金等の名称 地域生活支援事業補助金

　の申し立てに要する経費（登記手数料、鑑定費用）及び後見人の報酬を助成し制度利用を
　支援することで障がい者の権利擁護の増進を図ることができる。

03款 01項 05目 003100000事業 成年後見制度利用援助事業

補助基本額 455 補助率 75.0% 補助金額 340
６．財源の説明
　【国庫支出金】地域生活支援事業補助金　事業費455千円×1/2≒227千円

実施
計画

実施計画
　【県支出金】　地域生活支援事業補助金　事業費455千円×1/4≒113千円 計 上 額
　【一般財源】　115千円
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 11号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 05 障がい者福祉費 所属 0101014100-0000 総合福祉課

事業

0042 更生医療給付費 (簡略番号：005558) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 1,386 17,706 19,092 13,330 5,763

財
源
内
訳

国庫支出金 692 8,826 9,518
県支出金 346 4,413 4,759

経費区分 未設定 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 5. 4. 1～令 6. 3.31 新規･継続 継続 臨･経 経常 地方債

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】　身体障がいのある者が障がいの軽減・除去や機能回復のために受ける医 01 報酬 16 公有財産購入費

補助単独区分 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 348 4,467 4,815

　　る。本人の収入や住民税課税状況により自己負担額が設定され、長期治療の必要な人に 03 職員手当等 18 負担金､補助及び交付金

　　療を自立支援医療（更生医療）といい、人工透析、ペースメーカー移植術等が該当す　 02 給料 17 備品購入費

　【補正の必要性】　更生医療給付費の支払実績及び申請状況に基づき、不足見込額を増額 05 災害補償費 20 貸付金
　　は月額上限が2万円となっている。 04 共済費 19 扶助費 1,386 1,386

　【補正の内容】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　　補正する。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

09 交際費 24 積立金
　　扶助費　決算見込額19,037,286円-予算現額17,652,000円　≒1,386千円 08 旅費 23 投資及び出資金

　障害者総合支援法、障害者医療費国庫負担金交付要綱、県自立支援医療費負担金交付要綱 11 役務費 26 公課費
２．根拠法令 10 需用費 25 寄附金

３．用地の状況 13 使用料及び賃借料 予備費
12 委託料 27 繰出金

４．基本計画との関連 15 原材料費 合　計 1,386 1,386
　【第４次湯梨浜町総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり

14 工事請負費

都道府県支出金 15010202012 自立支援給付費負担金 346
５．本年度の計画効果

　【湯梨浜町障がい者計画】【湯梨浜町障がい福祉計画】 財源 科目コード 科目名称 今回補正額
　　ＳＤＧｓ目標３「すべての人に健康と福祉を」 国庫支出金 14010101021 自立支援給付費負担金 692

　自己負担金等を負担し、適切な治療の促進と経済的負担軽減を図ることができる。
　

　【本年度計画】1,386千円（更生医療給付費）
　【事業の効果】人工透析等の継続的な治療、ペースメーカー移植術等の高額な手術費及び

　【国庫支出金】自立支援医療費負担金　　
　　事業費（扶助費） （13,037,286円×1/2）-8,826千円≒692千円
　【県支出金】　鳥取県障害者医療費負担金 補助金等の名称 自立支援医療費国庫負担金、鳥取県障害者医療費負担金

６．財源の説明

03款 01項 05目 004200000事業 更生医療給付費

　　事業費（扶助費） （13,037,286円×1/4）-4,413千円≒346千円 補助基本額 1,386 補助率 75.0% 補助金額 1,038
　【一般財源】　　348千円

実施
計画

実施計画
計 上 額
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】
部
章
節

細節

歳出予算事業概要書令和 5年度 001 一般会計
現年 11号補正 （単位：千円）

民生費 項 社会福祉費 12 臨時特別支援給付金支給事業 所属 0101014100-0000 総合福祉課

事業

0001 電力・ガス食料品等価格高騰緊急支援給付金支給 (簡略番号：043966) 区　　分 今回補正額 補正前の額 補正後の額 支出負担行為済額 補正後の予算残額

事 業 費 59,914 161,504 221,418 146,069 75,350

財
源
内
訳

国庫支出金 59,910 161,500 221,410
県支出金

経費区分 経常的経費 事業の種類 未設定 その他
事業期間 令 6. 1.26～令 6. 3.31 新規･継続 新規 臨･経 臨時 地方債

１．事業の概要と必要性 節 補正要求 補正査定 節 補正要求 補正査定
　【事業の概要】 01 報酬 241 241 16 公有財産購入費

補助単独区分補助事業 目的区分 民－社会福祉費 一般財源 4 4 8

　税非課税世帯には該当しないが、個人住民税の定額減税の対象とならない住民税均等割の 03 職員手当等 200 200 18 負担金､補助及び交付金 59,000 59,000
　　物価高騰の影響に直面した方々が速やかに生活・暮らしの支援を受けられるよう、住民 02 給料 17 備品購入費

　　また、住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯において扶養されいる18歳以下の児童 05 災害補償費 20 貸付金
　み課税される世帯に対し、１世帯あたり１０万円の現金を給付する。 04 共済費 48 48 19 扶助費

　【補正の必要性】 07 報償費 22 償還金､利子及び割引料

　１人あたり５万円の現金を給付する。 06 恩給及び退職年金 21 補償、補填及び賠償金

　非課税世帯への支援と同水準の支援を行う。また、低所得者世帯のうち子育て世帯の支援 09 交際費 24 積立金
　　物価高騰による負担増を踏まえ、定額減税の対象とならない低所得者世帯に対し住民税 08 旅費 9 9 23 投資及び出資金

　【補正の内容】 11 役務費 198 198 26 公課費
　を行うことにより、低所得者世帯の生活・暮らしの支援を行うことができる。 10 需用費 218 218 25 寄附金

13 使用料及び賃借料 予備費
　負担金補助及び交付金　59,000千円、通信運搬費等事務費　914千円 12 委託料 27 繰出金

15 原材料費 合　計 59,914 59,914
３．用地の状況

２．根拠法令 14 工事請負費

　【第4次総合計画】共に支え合う町民が主役のまちづくり
　　ＳＤＧs　目標３「すべての人に健康と福祉を」

財源 科目コード 科目名称 今回補正額
４．基本計画との関連 国庫支出金 14020101242 物価高騰対応重点支援地方創生 59,910

　【本年度の計画】
　低所得者世帯への給付金支給を行う。

５．本年度の計画効果

　・こども加算　　　　　　　　 50,000円×　380人　＝ 19,000,000円
　【事業効果】
　低所得者世帯に対し、物価高騰における生活・暮らしの支援を行うことができる。 補助金等の名称 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

　・住民税非課税世帯　　　　　 70,000円×1,600世帯＝112,000,000円
　・住民税均等割のみ課税世帯　100,000円×　400世帯＝ 40,000,000円

03款 01項 12目 000100000事業 電力・ガス食料品等価格高騰緊急支援給付金支

補助基本額 59,914 補助率 100.0% 補助金額 59,910
６．財源の説明
　【国庫支出金】物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　10/10　59,910千円

実施
計画

実施計画
　【一般財源】　4千円 計 上 額
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